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平成28年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

総括研究報告書 

 

「職域のうつ病回復モデル開発」に関する研究 

 

研究代表者 宇都宮健輔（産業医科大学医学部精神医学教室 非常勤講師）  

 

研究要旨 

近年本邦では、労働者のうつ病、自殺、ストレスへの対策が大きな課題となっている。今日、うつ病は感

情、身体、認知、行動の症状および状況要因（ストレス因子）によって特徴づけられた病気と考えられてい

る。そこで我々は、仮説として、「職域のうつ病回復モデル」を作成した。本モデルは、感情と身体の症状

をターゲットにした主治医の薬物療法、状況要因をターゲットにした会社側の職場環境調整、認知と行動を

ターゲットにした産業保健スタッフの簡易型認知行動療法の施行の3つの介入方法により成り立つ。メンタル

ヘルス不調（特にうつ病）の復職者に対しては、通常、薬物療法と職場環境調整の2つの根拠のある介入方法

が実施されている現況がある。しかし、その職場適応及び再発予防効果は不十分と考えられる。その理由の

１つとして、うつ病等の復職者が職場（現場）の多様なストレスに対して、考えや行動を柔軟にコントロー

ルできるセルフケア技術習得の機会や現場支援が十分でないことが考えられる。 

本研究では、通常の2つの介入方法に加えて、新たに簡易型認知行動療法を活用したセルフケア教育プログ

ラム（以下、簡易型CBTプログラム）を産業現場で保健スタッフ（例えば、産業医・保健師・心理士）が追加

施行することで、うつ病および適応障害復職者の職場適応や再発予防効果がより一層改善できると推察して

いる。 

 そこで本研究では、『職域のうつ病回復モデルを開発すること、そのモデルの効果を検証すること』を主

目的とする。そのため、「簡易型CBTプログラム開発及びマニュアル作成」「研究デザイン及び統計解析」「産

業保健スタッフ育成に関する教育方法及び資材等の開発」「主治医と産業保健スタッフとの連携マニュアル

の作成」について研究を分担し、本研究全体の遂行を検討した。本研究は産業医科大学医学部倫理委員会で

承認されている。 

平成28年度は、「主治医と産業保健スタッフとの連携マニュアルの作成」の一環として、“産業医と主治医

の連携・協力”および“現場の産業医等のメンタルヘルス対応”の促進・向上のために『産業医の臨床ポケッ

トマニュアル～メンタルヘルス対応に必要な3つの臨床スキル～』［資料３］を作成した。本マニュアルでは、

産業医等のメンタルヘルス対応に関する体系的な臨床スキルとして、(1) 面談スキル、(2) 判断スキル、(3) 

連携スキルの3つに焦点をあて、現場での事例対応において必要な知識およびスキルについて、健康（疾病）

管理および労務管理の両方の観点から解説した内容になっている。さらに、『簡易型CBTプログラム（WP-SKIP）』

について、“復職支援のストレス保健指導”としてマニュアル内で概要・特色を紹介している。その他、「産

業保健スタッフ育成に関する教育方法及び資材等の開発」および「簡易型CBTプログラム開発及びマニュアル

作成」の一環として、保健スタッフ向けの教育資料である“復職支援（3次予防）の簡易型CBTプログラムに関

するFAQ（よくある質問）”［資料１・資料２］を実施と運用の観点から2種類作成した。 

 

研究分担者氏名・所属機関名及び所属研究機関における職名 

加藤 典子 研究開発法人国立精神・神経医療研究センター認知行動療法センター  研究員 

中島 俊  東京医科大学睡眠学寄附講座                                      兼任助教  

大野 裕  一般社団法人認知行動療法研修開発センター                         理事長 

中村 純  北九州古賀病院・学校法人産業医科大学              院長・名誉教授 

 

A．研究目的 

本研究の目的は、『職域のうつ病回復モデルを

開発すること、そのモデルの効果を検証すること』

である（Southwick and Charney, 2012; Padesky 
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and Mooney, 1990）。さらに本研究の期待される成

果として、1）うつ病再発の危険因子である残遺症

状の改善（Paykel et al, 1995）、2）うつ病復職

者の社会機能（労務遂行能力や職場適応）の向上

（Hees et al, 2013; Bosc et al, 1997）、3）産

業保健スタッフが現場で実施可能な職域に適合し

た簡易型CBTプログラムの開発（大野・田中, 2017;

大野, 2011; Bennett-Levy, 2010）、4）主治医・

会社・産業保健スタッフの役割分担・連携（中村,

 2009; 中村・新開, 2012）の明確化、5）産業保

健スタッフの専門性の向上及び本邦のメンタルヘ

ルス対策の強化・発展などが挙げられる。その他、

再発率の低下・休業日数の減少などの就労継続性

の評価（Fava et al, 1998; Paykel et al, 1999）

等も視野に入れている。 

 

B．研究方法 

平成28年度は、1) 無作為化比較試験の継続、2) 

復職支援の簡易型CBTプログラムを実施する産業

保健スタッフ向けの教育資料（FAQ）の作成、3) 

産業医と主治医の連携・協力および現場の産業医

等のメンタルヘルス対応の促進・向上のために、

産業医の臨床ポケットマニュアル～メンタルヘル

ス対応に必要な3つの臨床スキル～の作成を検討

した。以下にその詳細を記述した。 

 

1) 無作為化比較試験の継続 

本研究では、研究デザインとして、うつ病およ

び適応障害の復職者に対して、簡易型CBTプログラ

ム介入（追加実施）群［薬物療法＋職場環境調整

＋簡易型CBTプログラム（6回）］と対照群［薬物療

法＋職場環境調整＋保健指導（1回）］との間で無

作為化比較試験を検討・実施する。サンプルサイ

ズは合計84例を予定しているが、産業医科大学倫

理委員会から対照群への不利益（有効な介入があ

るのにもかかわらずそれを受けられないこと）へ

の配慮を求められたため、両群あわせて59名のサ

ンプルサイズでの中間解析を検討した（O’Brien 

& Flemin, 1979）。無作為化比較試験は、株式会

社東芝本社を中心に施行している。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はH27年3月下旬に産業医科大学医学部倫

理委員会で承認され、倫理面の配慮として、参加

者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の

排除や説明と同意を実施する。 

 

2) 産業保健スタッフへの教育に関する資料作成 

本年度は、保健スタッフ向けの教育資料として、

「復職支援（3次予防）の簡易型CBTプログラムに

関するFAQ（よくある質問）」を実施と運用の観点

から2種類作成することを検討した。 

 

3) 産業医と主治医の連携等に関する資料作成 

産業医と主治医の連携・協力の促進および現場

の産業医等のメンタルヘルス対応に関する教育用

の資材として、「産業医の臨床ポケットマニュア

ル～メンタルヘルス対応に必要な3つの臨床スキ

ル～」の作成を検討した。 

 

C．研究結果 

平成28年度は、1) 無作為化比較試験の継続、2）

産業保健スタッフ向けの教育資料の作成、3) 産業

医と主治医の連携・協力および現場の産業医等の

メンタルヘルス対応の促進・向上のために、産業

医の臨床ポケットマニュアル～メンタルヘルス対

応に必要な3つの臨床スキル～を作成した。 

 

1) 無作為化比較試験の継続 

うつ病および適応障害の復職者に対して、簡易

型CBTプログラム介入（追加実施）群［薬物療法＋

職場環境調整＋簡易型CBTプログラム（6回）］と対

照群［薬物療法＋職場環境調整＋保健指導（1回）］

との間で無作為化比較試験を実施し、東芝本社、

東芝京浜事業所、東芝関連会社、医局（産業医科

大学精神医学教室）から産業医が派遣されている

企業にて、対象者のリクルートを実施・継続した。 

（現時点で、15例程度のサンプル収集を行った。） 

 

2） 産業保健スタッフへの教育に関する資料作成 

産業保健スタッフ向けの教育資料として、「復職

支援（3次予防）の簡易型CBTプログラムに関するF

AQ（よくある質問）」を2種類作成した。それぞれ、

簡易型CBTプログラムにおける“実施に関する要

点・留意事項”および“運用に関する要点・留意

事項”について説明した内容になっている。 

 

3） 産業医と主治医の連携等に関するマニュアル

作成 

産業医と主治医の連携・協力の促進および現場

の産業医等のメンタルヘルス対応に関する教育用

の資材として、『産業医の臨床ポケットマニュア
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ル～メンタルヘルス対応に必要な3つの臨床スキ

ル～』を作成した。本マニュアルでは、産業医等

のメンタルヘルス対応に関する体系的な臨床スキ

ルとして、(1) 面談スキル、(2) 判断スキル、(3)

 連携スキルの3つに焦点をあて、現場での事例対

応において必要な知識およびスキルについて、健

康（疾病）管理および労務管理の両方の観点から

解説した内容になっている。さらに、うつ病等で

休業していた復職者に対して現場で実施している

『簡易型CBTプログラム（WP-SKIP）』について、

“復職支援のストレス保健指導”としてマニュア

ル内で概要・特色などを紹介している。以下、産

業医の臨床ポケットマニュアルの項目について記

述した。 

≪Prologue≫ 

■職域のメンタルヘルス問診とは（病院問診との

違いは？） 

■仕事（職業生活） における3 大ストレスとは 

■ストレスが健康および仕事へ及ぼす影響 

 

≪Chapter 1: 産業医の臨床スキルTrias≫ 

■「面談」→「判断」→「連携」の流れの大切さ 

■面談スキル（産業医面談における具体的なステ

ップ例） 

■判断スキル（疾病性と事例性の相違点・関係性,

事後措置の判断） 

※疾病性とは、「診断・症状・治療など主治医側の

視点」、つまり『体調や病状』に関すること。事例

性とは、「勤怠（出勤や欠勤）や業務アウトプット、

残業負荷など会社側の視点」、つまり『仕事』に関

すること（宇都宮・中村, 2014; 宇都宮, 2015）。 

■連携スキル（職場上司および主治医との連携ポ

イント） 

■問題点（健康管理・労務管理上の問題点）と問

題解決（事後措置・連携） 

 

≪Chapter 2: 復職支援のストレス保健指導≫ 

■復職支援のストレス保健指導に必要な「簡易型

認知行動アプローチ」とは 

※簡易型CBT とは、より少ないマンパワーで効果

のあるCBT を提供できるアプローチのこと。 

■認知行動アプローチの「心の仕組み」を理解し

よう 

※［具体例］産業場面のコラム法（現実に目を向

けてバランスのとれた考え方を探す方法） 

■うつ病の脳における認知行動アプローチの作用

機序 

※うつ病の病態（悪循環パターン）はどうなって

いるのか。 

■職域のうつ病回復モデル（薬物療法＋職場環境

調整＋簡易CBTの併用) 

※職域のうつ病回復モデルでは、うつ病等の復職

者に対して、１）薬物療法［主治医］、２）職場

環境調整［職場・会社］、３）簡易CBT［本人＋保

健］の3 つのアプローチおよび役割分担（連携）

が、復職者の職場復帰後の回復のためにはより大

切であるとの仮説を立て効果を検証している。 

■メンタルヘルス臨床のアウトカム［職場適応（仕

事・働きやすさ）の促進・向上］ 

 

D．考察 

現時点では目標サンプル数に到達していないた

め、解析は施行できていない。今後とも、「職域の

うつ病回復モデル」を実証するために、目標サン

プル数の到達に向けて、サンプル収集を継続して

いく予定である。さらに、本研究事業にて開発・

作成した『簡易型CBTプログラム（WP-SKIP）』およ

び『産業医の臨床ポケットマニュアル～メンタル

ヘルス対応に必要な3つの臨床スキル～』の両者を、

産業保健スタッフの専門性の向上及び本邦におけ

る復職支援等のメンタルヘルス対策の強化、発展

のために社会への発信（学会発表・論文化）、普及

活動（簡易型CBTやメンタルヘルス対応の知識・ス

キル習得に関する研修等）として検討・実施して

いく予定である。 

 

E．結論 

平成28年度は、保健スタッフ向けの教育資料であ

る“復職支援（3次予防）の簡易型CBTプログラムに

関するFAQ（よくある質問）”を実施と運用の観点

から2種類作成した。さらに産業医と主治医の連

携・協力の促進および現場の産業医等のメンタルヘ

ルス対応に関する“産業医の臨床ポケットマニュア

ル～メンタルヘルス対応に必要な3つの臨床スキル

～”を作成した。 

 

F．健康危険情報 

  なし 

 

G．研究発表 

1. 論文発表 

・加藤典子, 宇都宮健輔, 大野裕. 職域における
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うつ病復職者に対する簡易型認知行動療法プログ

ラムの開発. うつ病におけるインターネット認知

行動療法（iCBT）の可能性. 認知療法研究 第9巻

2号 p128-130, 2016. 

2. 学会発表 

  なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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平成 28年度 労災疾病臨床研究事業費補助金「職域のうつ病回復モデル開発」研究 

分担研究報告書 

 

簡易型CBTプログラム開発及びマニュアル作成 

 

研究分担者 加藤典子（国立精神神経医療研究センター認知行動療法センター 研究員）          

 

A. 研究目的 

 メンタルヘルス不調とは「精神および行動の

障害に分類される精神障害や自殺のみならず，

ストレスや強い悩み，不安など，労働者の心身

の健康，社会生活および生活の質に影響を与え

る可能性のある精神的および行動上の問題を幅

広く含むもの」と定義される。平成 27年度の厚

生労働省による労働安全衛生調査では，メンタ

ルヘルス不調により連続 1か月以上休業した労

働者の割合は 0.4％，退職した労働者の割合は

0.2％に昇ることが示されている。 

 休職に至るメンタルヘルス不調において頻度

の高いうつ病は，再発率が高い疾患である

（Bockting et al., 2015）。国内外の精神障害

による休職者を対象とした研究では，職場復帰

した労働者の約半数が復職後３年以内に再発・

再休職にいたることが示されている（Koopmans 

et al., 2011; Endo et al., 2013）。しかし，

休職回数の多さと休職期間の長さは，再発・再

休職のリスクを高めることも指摘されている

（Koopmans et al., 2008）。メンタルヘルス不

調による休職から復帰した直後の労働者の再

発・再休職予防は職域の重要課題となっている。 

認知行動療法は，うつ病の治療および再発予

防における有効性が確立された治療法で，うつ

病休職者における復職支援でも，認知行動療法

の要素を用いた介入の有効性が報告されている

（Nieuwenhuijsen et al., 2014）。わが国にお

けるメンタルヘルス不調による休職から復職し

た後の労働者の残遺症状の改善，再発・再休職

予防に対しても認知行動療法のスキルを活用す

ることが有効であると予想される。 

そこで，本研究では，従来の支援である医療

機関における薬物療法を主体とする治療と，管

研究要旨 

 本研究の目的は，うつ病・適応障害による休職からの復職者における，残遺症状の改善，再発・再休

職の予防，および社会機能の向上を目的とするセルフケア教育プログラムを開発することである。 

 平成 26 年度には，職域において産業保健スタッフが簡便に実施できるセルフケア教育のツールとし

て，インターネットの認知行動療法サイト「こころのスキルアップトレーニング：うつ・不安ネット」

のコンテンツを用いた簡易型認知行動療法プログラムを開発し，プログラムの実施手順を記載した実施

者用マニュアルと参加者用ガイドブックを作成した。 

 平成27年度には，インターネットの認知行動療法サイト「こころのスキルアップトレーニング：うつ・

不安ネット」のリニューアルに合わせて，セルフケア教育のための簡易型認知行動療法プログラムの心

理教育のためのツールを解説文から動画の視聴へと変更して，その変更を担当者マニュアルと参加者用

ガイドブックを反映させた。また，本プログラムを用いた無作為化比較試験の開始に合わせて，介入の

質の担保を目的とした実施内容のチェックリストを含む「プログラム実施記録用紙」を作成した。 

 平成28年度は，本プログラムを実際に復職者に対して実施している産業保健スタッフから，毎回の実

施内容および実施上の課題を継続的に聴取して，プログラム実施上で課題を明確にして，実施の補助資

料『本プログラムの実施に関する Q＆A』［資料１］に整理した。 

 無作為割付臨床試験の結果，本プログラムの効果が検証されて，幅広く活用されることが期待される。 
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理監督者と産業保健スタッフによる職場環境調

整に追加する支援のためのツールとして，イン

ターネット認知行動療法を用いたセルフケア教

育プログラムを開発して，実施のためのマニュ

アル等のツールを作成することを目的とした。 

  

B. 研究方法 

 平成26年度には，うつ病・適応障害による休

職から復職した直後の労働者を対象としたイン

ターネットの認知行動療法サイト「こころのス

キルアップトレーニング」のコンテンツを用い

たセルフケア教育簡易型認知行動療法プログラ

ムを開発した。プログラム内容は，厚生労働省

のうつ病の認知療法・認知行動療法治療者用マ

ニュアルを参考に，①導入と心理教育，②認知

再構成法（５コラム），③認知再構成法（７コ

ラム），④問題解決法，⑤アサーション，⑥再

発予防を選択した。プログラムの構造は，1 回

40分，全 6回として，担当者マニュアルと参加

者用のガイドブックを作成した。 

 平成27年度には，インターネットの認知行動

療法サイト「こころのスキルアップトレーニン

グ：うつ・不安ネット」のリニューアルに伴い，

前年度に開発したプログラムに改良を加えた。

具体的には，プログラムにおいて用いる心理教

育のツールを，解説文から新たに追加された動

画の視聴に変更し，その変更に合わせて，実施

者用マニュアルと参加者用ガイドブックを改訂

した。さらに，産業保健スタッフからの予備実

施後のコメントを反映させて，介入の質の担保

を目的とした実施内容のチェックリストと，実

施者によるプログラム内容の記載フォームを含

む「プログラム実施記録用紙」を作成した。 

 平成28年度には，無作為割付臨床試験におい

て，実際に復職者に対してプログラムを実施し

ている産業保健スタッフ 2名の実施内容を継続

的に確認し，実施上の課題について検討を加え

た。 

 

（倫理面への配慮） 

 本プログラムの介入研究は，産業医科大学の

倫理委員会の承認を受けて実施されている。 

 

C. 研究結果 

 復職者を対象として本プログラムを実施する

産業保健スタッフから，毎回の実施内容と実施

上の課題について継続的に聞き取りを行った。

その聞き取りから，主な課題は「産業保健スタ

ッフによるセルフワークに対するサポートの目

的や方法が明確になっていない」，「インターネ

ットサイトの操作を十分に把握していない場合，

プログラムがマニュアル通り実施できない」の

２点に整理されることが示された。そこで，上

記の２つの課題に直面した産業保健スタッフか

らの質問例と回答を整理した『本プログラムの

実施に関する Q＆A』［資料１］を作成した。 

 

D. 考察 

平成 27年度までに開発・改良したプログラム

に関して，平成 28年度には，実施上の課題につ

いて検討した。その結果，本プログラムを担当

する産業保健スタッフの主な役割は，復帰直後

の労働者に対して職場内における情緒的なサポ

ートを提供すること，および参加者が参加者ガ

イドに沿ってプログラムを進めることが難しい

場合に進め方についてサポートすることである

ことを明確に示すことが重要であることが示さ

れた。また，産業保健スタッフにとっても参加

者にとっても，インターネットのサイトの操作

の手順を把握していることが，プログラムを適

切に進める上で必要であることが示された。 

  

E. 結論 

本研究では，平成 26年度にセルフケア教育の

ための簡易型認知行動療法プログラムを開発し

て，平成27年度にプログラム内容の改良および

補助ツールの作成を行い，平成 28年度には実施

上の課題の同定と『本プログラムの実施に関す

る Q＆A』［資料１］の作成を行った。無作為割

付臨床試験の結果，本プログラムの効果が検証

されて，幅広く活用されることが期待される。 
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F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産研の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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平成28年度労災疾病臨床研究事業費補助金「職域のうつ病回復モデル開発」 

分担研究報告書 

 

研究デザイン及び統計解析に関する研究 

～職域の簡易型認知行動療法プログラムに参加する者のデモグラフィック・データの特徴～ 

 

研究分担者 中島 俊（東京医科大学睡眠学寄附講座 兼任助教） 

 

研究要旨 

【目的】本年度の当初の目的は，職域の寛解うつ病患者に対して一般的に実施されている職場環境の調整及

び薬物療法に簡易型認知行動療法プログラムを併せて実施した介入（介入群）が職場の環境調整及び薬物療

法に保健指導（1 回）を実施（対照群）と比べて，社会的適応や仕事のパフォーマンスなど社会機能の向上

に優れているのかを検証することであった。しかしながら、解析予定のサンプル数に達しておらず主要解析

は実施していないため、本報告書では職域の寛解うつ病患者の特徴の検討を行った。 

【方法】簡易型認知行動療法プログラムに関する臨床試験のエントリー時のデモグラフィック・データについ

て対象者に回答を求めた。また対象者の復職に関する意欲及び簡易型認知行動療法プログラムの参加意欲につ

いて対象者と面談した産業保健スタッフによって3件法で評価を求めた。 

【結果】本研究の対象者は13名であった。対象者13名の平均年齢は42.44±7.63歳(すべて男性)であった。ま

た，すべての対象者が職場での環境調整を受けることに加え，抗うつ薬または抗不安薬・睡眠薬を服用してい

た。 

【考察】本年度により，復職のための簡易型認知行動療法プログラムにエントリーしている職域の寛解うつ病

患者の特徴を把握することができた。 

 

A．研究目的 

本研究の目的は，職域の寛解うつ病患者に対し

て一般的に実施されている職場環境の調整及び薬

物療法に簡易型認知行動療法プログラムを併せて

実施した介入（介入群）が職場の環境調整及び薬

物療法に保健指導（1回）を実施（対照群）と比べ

て，社会的適応や仕事のパフォーマンスなど社会

機能の向上に優れているのかを検証することであ

った。あらかじめ例数設計された目標症例数は両

群合計 84 例で、中間解析の目標症例数は 59 名で

あった。しかしながら、研究期間内に目標症例数

に達しなかったため、本研究では職域の寛解うつ

病患者のうち，簡易型認知行動療法プログラムに

エントリーされた者の背景情報の特徴の検討を行

った。 

 

B．方法 

1） 対象者  

本研究は，2015年 4月 21日～2017年 3月 31日

の期間に職域のうつ病回復モデル開発:うつ病・適

応障害復職者における簡易型認知行動療法プログ

ラムの効果検証（UMIN 試験 ID：UMIN000017163）

にエントリーした者とした。上記試験の対象者の

選択基準及び除外基準は以下の通りである。 

 

選択基準 

1. 主治医から復職診断書が提出され，産業医か

らも復職許可された復職者（復職後 4 週以上

～1年以内） 

2. 薬物療法，職場環境調整が施行されている者 

3. 株式会社東芝・各事業所・関連会社，または

医局（産業医科大学精神医学教室）から産業

医を派遣している企業に所属する者 

4. 休業の理由が，DSM-５にて，うつ病，適応障

害のいずれかの診断に該当する者 

5. Patient Health Questionnaire-9［PHQ-9］の

得点が 5点以上 14点以内の者 

6. Social Adaptation Self-evaluation Scale 

Japanese version［SASS-J］の得点が 34点以

下の者 

7. 産業医または医師の判断の下，セルフケア教

育（ストレスマネジメント教育）が必要と考

えられる者 

8. 主治医から，職域現場での本プログラム実施

に関して了解をいただいている者 
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除外基準 

1. 構造化された心理療法をすでに受療している，

または研究期間中に受療予定の者 

2. 産業医または主治医の判断の下，不適切なケ

ースや切迫感のある希死念慮を認める者 

 

2） 測定項目及び評価時期 

測定項目は対象者の年齢，性別，現在の薬物療

法（抗うつ薬の服用・抗うつ薬の服用はなく，抗

不安薬または睡眠薬の服用・服用なし），職位（一

般職・管理職），職種（事務職・営業職・技術職・

経理職・その他），学歴（大学院修了・大学卒・高

校または中学校卒），休職理由（人間関係・業務量・

業務内容・配置転換または異動・プライベート要

因・その他），休職回数，時間外または休日勤務制

限（制限あり・なし）について対象者に回答を求

めた。また。復職への意欲（十分にある・普通・

なし）と簡易型認知行動療法プログラムへの意欲

（十分になる・普通・なし）について産業保健ス

タッフが現在の状況を対象者に聴取の上，3 件法

（1：十分にある～3:なし）で評価を行った。本調

査項目は臨床試験のエントリー時に評価を実施し

た。 

 

C. 結 果 

本研究の対象者は 13 名であった。対象者 13 名

の平均年齢は 42.23±6.74 歳(最少値 31 歳，最大

値 52 歳)であり，すべて男性であった。対象者の

特徴を表１に示す。 

 

D. 考 察 

 本年度の成果により，本プログラムの対象者の

記述的な特徴が示された。すべての対象者が①薬

物療法を受療していること（欠損があるものを除

く），②時間外または休日勤務制限を受けているこ

とは特記すべき特徴であると考えられる。また学

歴や、職種、休職理由については回答のばらつき

がみられた。特に休職理由として、その他（6名）

が多くみられたが、これは業務内容に人間関係や

業務量等が重なる複合的な原因によるものと考察

している。 

 

E. 結論 

 本年度の結果によって本臨床研究の対象者の理

解を深めることができた。一方、本研究の当初の

目的は職域の寛解うつ病患者に対して一般的に実

施されている職場環境の調整及び薬物療法に簡易

型認知行動療法プログラムを併せて実施した介入

（介入群）が職場の環境調整及び薬物療法に保健

指導（1回）を実施（対照群）と比べて，社会的適

応や仕事のパフォーマンスなど社会機能の向上に

優れているのかを検証することであった。現時点

ではその仮説を検証できていないため、今後、目

標症例数の到達に向けて研究を継続する予定であ

る。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

  なし 
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人数 ％

職位

　　一般職 12 92.31%

　　管理職 1 7.69%

学歴

　　大学院修了 3 23.08%

　　大卒 4 30.77%

　　高校・中学校卒 6 46.15%

職種

　　事務職 2 15.38%

　　営業職 4 30.77%

　　技術職 5 38.46%

　　経理職 1 7.69%

　　その他 1 7.69%

休職理由

　　人間関係 1 7.69%

　　業務量 1 7.69%

　　業務内容 4 30.77%

　　配置転換または異動 1 7.69%

　　プライベート要因 0 0.00%

　　その他 6 46.15%

休職回数

　　1回目 10 76.92%

　　2回目 3 23.08%

時間外または休日勤務制限

　　あり 13 100.00%

　　なし 0 0.00%

薬物療法

　　抗うつ薬 9 69.23%

　　抗不安薬・睡眠薬 3 23.08%

　　服用なし 0 0.00%

データなし 1 7.69%

復職への意欲

5 38.46%

7 53.85%

1 7.69%

簡易型認知行動療法への意欲

4 30.77%

5 38.46%

0 0.00%　　なし

表１　対象者の特徴

　　十分にある

　　普通

　　なし

　　十分にある

　　普通
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平成28年度労災疾病臨床研究事業費補助金「職域のうつ病回復モデル開発」 

分担研究報告書 

 

産業保健スタッフ育成に関する教育方法及び資材等の開発 

 

研究分担者 大野 裕（一般社団法人認知行動療法研修開発センター 理事長） 
研究協力者 宇都宮健輔（国立精神・神経医療研究センターCBTセンター 客員研究員） 

 

研究要旨 

今年度は、現場で簡易型 CBT プログラムを実施する保健スタッフ（例えば、産業医・保健師・心理士）か

らの質問・疑問を下に、“復職支援における簡易型 CBTプログラム（WP-SKIP）の運用に関する FAQ（よくある

質問）”［資料２］を作成した。また中央労働災害防止協会が主催する「メンタルヘルス教育に活かす認知行

動療法的アプローチセミナー」において、保健師等を対象に認知行動療法（CBT）の基本概念の理解に加えて、

基本となるスキル（例えば、認知再構成法、問題解決技法、アサーション）の習得向上を目指して 4 回の教

育研修を実施した。この研修の中で、復職支援における簡易型 CBT プログラム（WP-SKIP）を一部紹介した。

認知行動療法は、医療現場では、熟練した医師が行った場合に診療報酬の対象となるが、近年は、こうした

定型的な認知行動療法の他に、一人のユーザーに使用する人や時間を少なくしながらも効率的に認知行動療

法を提供する簡易型（低強度）のアプローチが開発されている。こうしたアプローチは、地域のメンタルヘ

ルス、産業領域の予防・復職支援、教育活動等で活用されつつある。

A. 研究目的 

簡易型（低強度）のアプローチが産業領域の予

防・復職支援で活用されるために、研究の実施主

体である保健スタッフに向けて、“復職支援にお

ける簡易型 CBTプログラムの運用に関する FAQ（よ

くある質問）”を作成した。また保健師等を対象に

認知行動療法の基本概念および基本となるスキル

の理解や習得の向上を目的とし教育研修を実施し

た。 

 

B. 研究方法 

平成26年度は、本プログラムを実施できる産業

保健スタッフ育成のための教育研修やその方法に

ついて計画・検討した。 

平成27年度は、CBTの基本概念および基本となる

スキルの理解や習得の向上を目指して、東芝に勤

務する産業保健スタッフなどを対象にCBTおよび

職域メンタルヘルスに関する教育研修（計6回）を

実施し、研修に関する簡易アンケート調査を行っ

た。 

平成28年度は、現場で簡易型CBTプログラムを実

施する保健スタッフからの質問・疑問を下に、“復

職支援における簡易型CBTプログラム（WP-SKIP）

の運用に関するFAQ（よくある質問）”を作成した。

また中央労働災害防止協会が主催する「メンタル

ヘルス教育に活かす認知行動療法的アプローチセ

ミナー」において、保健師等を対象に認知行動療

法の基本概念の理解に加えて、基本となるスキル

（例えば、認知再構成法、問題解決技法、アサー

ション）の習得向上を目指して教育研修を実施し

た。 

 

C. 研究結果 

平成 26年度は、研究の実施主体である保健師や

医師を対象に、認知行動療法の概念と基本となる

方略（スキル）について講義を行った。基本とな

る方略（スキル）には、ストレス場面で浮かんで

くる考えに目を向けて考えのバランスをとり状況

に応じた適応的な考え方ができるように手助けす

る認知再構成法、自分の行動を振り返り達成感や

喜びを感じられる行動を増やす行動活性化法、問

題を絞り込んで解決策を案出していく問題解決技

法、自分の考えや気持ちを適切に伝えるアサーシ

ョンが含まれている。さらに、認知行動療法活用

サイト「こころのスキルアップ・トレーニング［こ

こトレ］」（http://cbtjp.net）を用いたコンピュ

ータ支援型認知行動療法が効果を上げた職場での

研究事例を報告し、研究実施に向けての知的環境

作りを行った。 

平成27年度は、CBTの基本概念および基本となる

http://cbtjp.net/
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スキルの理解や習得の向上を目指して、東芝に勤

務する産業保健スタッフなどを対象にCBTおよび

職域メンタルヘルスに関する教育研修（演習を中

心としたもの）を6回実施した。例えば、H27年4月

の大野裕（精神科医）による研修では、主に認知

行動療法の基本エッセンス（「何が問題であるの

か」「何が考え過ぎの部分なのか」「大切なもの探

し」「テーマを絞ること」「現実に目を向けるこ

と」「一緒に経験して確認していくこと」）および

インターネット認知行動療法についての説明を受

け、実践に向けて強化を図った。同年5月の加藤典

子（臨床心理士）による認知再構成法の研修では、

コラム法についてグループワーク等を実施し、自

動思考・根拠・反証・適応的（バランス）思考な

どについてワーク実習を行った。同年9月の堀越勝

（臨床心理士、国立精神・神経医療研究センター

認知行動療法センター）によるCBTに関するコミュ

ニケーション研修では、“共感と質問”に関する面

談の基本スキルの習得を豊富な演習をとおして実

施した。 同年11月・12月には加藤典子（臨床心理

士）による問題解決技法及びアサーション研修を

実施し、損益分析など問題解決等に必要なスキル

習得に向けて練習を行った。H28年1月には宇都宮

健輔（産業医・精神科医）による産業精神保健の

臨床（産業医の判断と連携スキル等の習得）に関

する研修を行い、産業精神保健におけるエビデン

ス（判断根拠）の重要性および産業保健スタッフ

と主治医及び職場（上司）とのコミュニケーショ

ン（連携）のポイントについて豊富な事例等をと

おして学習した。その他、研修の参加者に簡易ア

ンケートを実施した。 

平成28年度は、現場で簡易型CBTプログラムを実

施する保健スタッフ（例えば、産業医・保健師・

心理士）からの質問・疑問を下に、“復職支援にお

ける簡易型CBTプログラム［WP-SKIP］の運用に関

するFAQ（よくある質問）”について15項目を作成

した（具体的な質問項目を以下に列挙した）。 

＜FAQ［例］＞ 

Q1 簡易型CBTとはどのようなものでしょうか。 

Q2 簡易型CBTプログラムの特徴は何でしょうか。

（カウンセリングとはどこが違うのでしょうか。） 

Q3 簡易型CBTプログラムの対象者について教えて

ください。  

Q4 認知行動療法サイト「こころのスキルアップト

レーニング（ここトレ）」とはどのようなものです

か。 

Q5 保健師として、復職者に本プログラムを使用し

たいのですが、産業医からの許可は必要ですか。 

Q6 簡易型CBTプログラム実施にあたり、主治医か

らの許可は必要でしょうか。 

Q7 簡易型CBTプログラムを利用するにあたって、

研修の受講は必要でしょうか。 

Q8 簡易型CBTプログラムを導入・実施する場合、

会社や職場へ説明する際のポイントを教えてくだ

さい。 

Q9 簡易型CBTプログラムの効果とはどのようなも

のでしょうか。 

Q10 簡易型CBTプログラムの副作用はありますか。 

Q11 簡易型CBTプログラムは、薬物療法、職場環境

調整と併用できますか。 

Q12 簡易CBTプログラムの実施者（参加者のガイ

ド・サポートを行う者）は誰でもなれるのですか。 

Q13 実施者用のマニュアルやガイドブックのよう

なものはありますか。 

Q14 参加者用のマニュアルやガイドブックのよう

なものはありますか。 

Q15 本プログラム実施後の結果を、職場上司や主

治医へ報告する必要がありますか。 

また中央労働災害防止協会が主催する「メンタ

ルヘルス教育に活かす認知行動療法的アプローチ

セミナー」において、保健師等を対象に認知行動

療法（CBT）の基本概念の理解に加えて、基本とな

るスキル（例えば、認知再構成法、問題解決技法、

アサーション）の習得向上を目指して教育研修を4

回（2016年7月16日（土）東京、2016年7月18日（月）

大阪、2016年9月10日（土）東京、2016年12月1日

（木）名古屋）実施した。この研修の中で、復職

支援における簡易型CBTプログラム（WP-SKIP）を

一部紹介し、本プログラムの普及に関する活動を

行った。 

 

D. 考察 

本プログラム遂行において、保健スタッフが補

助的なガイドやサポートを実施する場合でも、認

知行動療法の基本概念や基本となるスキルの理解、

習得の向上を目指して実施者として臨むことが参

加者の学習効果やモチベーションを高めると推察

できる。また、経験を積むことで実施者としての

能力が高まると考えられる。 

 

E. 結論 

現場の実施者である保健スタッフに向けた教育
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資料（本プログラムの運用に関する FAQ）を作成し、

保健スタッフによる本プログラムの遂行促進に寄

与した。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

 なし 

3. 実用新案登録 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

  なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし  
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平成28年度労災疾病臨床研究事業費補助金「職域のうつ病回復モデル開発」 

分担研究報告書 

 

主治医と産業保健スタッフとの連携マニュアルの作成 

 

研究分担者 中村 純（産業医科大学名誉教授・北九州古賀病院院長） 

研究協力者 宇都宮健輔（産業医科大学医学部精神医学教室） 

 

研究要旨 

企業で働く労働者がうつ病などのメンタルヘルス不調で休職し、復職する際に１）主治医からの薬物療法

を含めた治療内容の情報提供、２）会社側からの職場環境調整、３）産業保健スタッフが指導を行う簡易型

認知行動療法の成果などの情報を共有し、連携することにより復職を円滑に行うための分かりやすいマニュ

アル作成を目指す。特に、簡易型認知行動療法は、労働者個人のメンタルヘルス向上に寄与し、メンタルヘ

ルス不調を予防すること、さらに職場全体のメンタルヘルスの改善に役立つことを示したいと考えている。

本年度は、「産業医の臨床ポケットマニュアル～メンタルヘルス対応に必要な 3つの臨床スキル～」［資料３］

を作成した。本マニュアルでは、産業医のメンタルヘルス対応に関する体系的な臨床スキルとして、(1) 面

談スキル、(2) 判断スキル、(3) 連携スキルの 3 つを検討した。特に産業医における事後措置の判断の 1 つ

として、簡易型認知行動療法を活用したストレス保健指導をうつ病で休業していた復職者へ実施することで、

うつ病復職者の不安・ストレスの軽減や職場適応が促進すると推察している。 

 

A. 研究目的 

労働者の中でメンタルヘルス不調のために休職

する人が増加しているが、復職はかならずしも円

滑にできていないのが現状である（堀ら, 2013）。

また、復職しても病気が再発して再休職する労働

者も多い。治療者と職場の産業保健スタッフとの

連携が円滑にできれば就業継続も可能になると考

えられる。そこで企業の産業保健スタッフと治療

者との連携をはかる目的で産業保健スタッフが指

導して行う簡易型認知行動療法をツールの一つと

して取り上げる。そして、簡易型認知行動療法を

行うことにより、個人のメンタルヘルス不調を予

防し、職場全体のメンタルヘルスの改善がなされ

ることを目標とした。さらに、簡易型認知行動療

法がストレスチェック制度の中でもストレスチェ

ック後の面接指導のツールの一つとなり、結果的

には職場ストレスの改善にもつながることを示し

たいと考えている。 

 

B. 研究方法 

メンタルヘルス不調（特にうつ病）の復職者に

対しては、通常、薬物療法と職場環境調整の 2 つ

の根拠のある介入方法が実施されている。本研究

では、通常の 2 つの介入方法に加えて、新たに簡

易型認知行動療法を活用したセルフケア教育プロ

グラム（以下、簡易型 CBT プログラム）を産業現

場で保健スタッフ（例えば、産業医・保健師・心

理士）が追加施行する方法を検討した。そのため

研究デザインとして、うつ病および適応障害の復

職者に対して、簡易型 CBT プログラム介入群［薬

物療法＋職場環境調整＋簡易型 CBTプログラム（6

回）］と対照群［薬物療法＋職場環境調整＋保健指

導（1 回）］との間で無作為化比較試験の実施を検

討した。また被験者（参加者）の本研究への同意

取得については、担当の産業医と主治医の両者の

同意を確認後、本人から最終的に同意を取得する

手順をとった。 

平成 26年度は、現場での保健スタッフによる簡

易型認知行動療法の実施に関して、主治医からの

書面同意を必須とし、主治医への説明文書資料（主

治医同意書）を作成することを検討した。 

平成 27年度は、産業医（あるいは産業保健スタ

ッフ）と主治医の円滑な連携に有用と考えられる

「産業医から主治医への情報提供フォーマット

集」および「簡易型 CBT 実施後の主治医への報告

フォーマット」の作成を検討した。また産業保健

スタッフ及び本人と職場（上司）との連携向上の

ための「簡易型 CBT 実施後の職場（上司）への報

告フォーマット」の作成も検討した。 

平成 28 年度は、「産業医の臨床ポケットマニュ
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アル～メンタルヘルス対応に必要な 3 つの臨床ス

キル～」を作成した。本マニュアルでは、産業医

のメンタルヘルス対応に関する体系的な臨床スキ

ルとして、(1) 面談スキル、(2) 判断スキル、(3) 

連携スキルの 3 つを検討した。特に産業医におけ

る事後措置の判断の 1 つとして、簡易型認知行動

療法を活用したストレス保健指導をうつ病等で休

業していた復職者へ実施することを検討した。 

 

C. 研究結果 

平成26年度は、現場での保健スタッフによる簡

易型認知行動療法の実施に関して、主治医から書

面同意を必須とし、主治医への説明文書資料（主

治医同意書）を作成した。現場での簡易型認知療

法の実施に関して、主治医と産業現場との連携強

化に努めた。 

平成27年度は、産業医（あるいは産業保健スタ

ッフ）と主治医の連携促進を目的とした「産業医

から主治医への情報提供フォーマット集」および

「簡易型CBT実施後の主治医への報告フォーマッ

ト」を作成した。「産業医から主治医への情報提供

フォーマット集」の特色として、①時系列（発見

時・休業開始時・休業中・復職前・復職時・復職

後）に応じてフォーマットの内容を検討している

旨、②産業現場で保健スタッフによる復職後の簡

易CBTを実施する場合、事前に主治医からの同意を

得て実施を検討している旨（簡易CBT実施に関する

主治医からの同意取得フォーマットを作成）、③簡

易CBT実施後の本人の就業状況については、本人の

同意を得て主治医への情報提供を検討している旨

（個人情報に関する本人からの同意取得フォーム

を作成）などが挙げられる。 

「簡易型CBT実施後の主治医への報告フォーマ

ット」では、簡易型CBTプログラム6回分のテーマ・

内容・実施日、さらに産業保健スタッフからみた

プログラム実施後の評価（仕事パフォーマンス発

揮・職場適応に関する5段階評価）を主治医へ報告

する形式とした［本報告に関しては、原則、本人

からの同意を必要とした］。 

また、産業保健スタッフ及び本人と職場（上司）

との連携向上を目指すために「簡易型CBT実施後の

職場（上司）への報告フォーマット」を作成した。

本フォーマットでは、簡易型CBTプログラム6回分

のテーマ・内容・実施日、さらに本人の自己評価

（勤怠・業務調整力・仕事への意欲・体調・病状

の変化に関する5段階評価）を本人から職場（上司）

へ報告する形式［任意］とした。 

平成28年度は、「産業医の臨床ポケットマニュ

アル～メンタルヘルス対応に必要な3つの臨床ス

キル～」を作成した。本マニュアルでは、産業医

のメンタルヘルス対応に関する体系的な臨床スキ

ルとして、(1) 面談スキル、(2) 判断スキル、(3)

 連携スキルの3つを検討した。具体的には、“面談

スキル”として、①職場のメンタルヘルス問診（病

院問診との相違点）、②効率的な面談の進め方（ア

ジェンダ設定→非言語コミュニケーション→言語

コミュニケーション）、③エビデンスを活用した説

明・提案（IC）について記載した。次に“判断ス

キル”として、①疾病性（健康管理）と事例性（労

務管理）の相違点・関係性、②事後措置の判断（職

場環境調整, 受診指導, 保健指導等）、また医学的

根拠［EBM］・法令/就業規則・事実/エピソードに

基づく事後措置等に関する判断方法（根拠）につ

いても記載した。その他、③問題点（健康管理・

労務管理上の問題点、根本的な原因）と問題解決

（事後措置・連携）について記述した。最後に“連

携スキル”として、①職場との連携（例えば、職

場上司とのコミュニケーション, 職場上司への教

育的アプローチ, 個人情報保護への留意）、②主治

医との連携（例えば、守秘義務への留意, 仕事に

関する情報提供, 情報提供書の書き方）について

説明した。 

特に産業医における事後措置の判断の1つとし

て、簡易型認知行動療法を活用した復職支援のス

トレス保健指導をうつ病で休業していた復職者へ

実施した。 

 

D. 考察 

産業保健スタッフと治療者との連携の必要性に

ついては、以前から指摘されていたが、具体的な

方策などについてのエビデンスはない。具体的な

連携については、まずは事例を通して産業保健ス

タッフと治療者が連携を行うが、そのツールとし

て簡易型認知行動療法を用いて教育した労働者と

そうでない労働者の復職率などでその効果を明ら

かにしていきたい。今回の試みがストレスチェッ

ク制度における面接指導後の精神科医との連携に

も役立つと考えている。 

 

E. 結論 

本年度は、“産業医と主治医の連携・協力”およ

び“現場の産業医等のメンタルヘルス対応”の促
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進・向上のために『産業医の臨床ポケットマニュ

アル～メンタルヘルス対応に必要な 3 つの臨床ス

キル～』を作成した。我々の仮説にそって、具体

的に産業保健スタッフと治療者と細かな休職時か

らの連携を深め、治療者には産業保健に対する理

解が深まり、産業保健スタッフにとっては、労働

者の復職支援さらには職場のメンタルヘルスの改

善に繋がることを期待している。 

 

F. 健康危険情報 

  なし 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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